
大分県医療療養病床転換助成事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号。

以下「法」という。）附則第４条の規定に基づき、大分県における医療の効率

的な提供を推進し、もって、国民の高齢期における医療に要する費用の適正化

を図るため、県の区域内にある保険医療機関（医療法人その他の厚生労働省令

で定める者が開設するものに限る。）の開設者が行う病床の転換に要する費用

に対し、予算の定めるところにより補助金を交付するものとし、その交付につ

いては、大分県補助金等交付規則（昭和４３年大分県規則第２７号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

 （補助対象施設、経費及び補助率等） 

第２条 この補助金の交付の対象となる施設、経費及び補助率等は、別表１及び

別表２のとおりとする。 

 

 （補助金の交付申請） 

第３条 規則第３条第１項に規定する申請は、補助金交付申請書（第１号様

式）によるものとし、次に掲げる書類を添付し、知事が別に定める期日まで

に知事に提出しなければならない。 

⑴ 申請額算出内訳書（第１号様式の２） 

⑵ 事業計画書（第１号様式の３） 

⑶ 収支予算書（第１号様式の４） 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、次に掲げる書類 

   ア 設計監理委託契約書の写し  

    イ  工事請負契約書の写し（契約を締結している場合に限る。） 

    ウ 工事費費目別内訳書又は設計書 

    エ  各室面積表 

    オ 配置図、平面図及び立面図 

    カ 物品購入契約書若しくは請書の写し又は見積書 

  キ 誓約書 

２ 規則第３条第３項の規定により、申請書若しくは添付書類に記載すべき事

項又は添付すべき書類のうち省略することのできるものは、同条第２項第１

号、第２号及び第６号に掲げる事項とする。 

３ 第１項の規定による申請書を提出するに当たって、補助事業者について、当



該補助金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）仕入控除

税額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の

金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費

税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請

時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合は、

この限りでない。 

 

 （補助条件） 

第４条 規則第５条の規定による補助条件は、次のとおりとする。 

⑴ 補助事業の内容のうち次のもの又は経費の配分の変更（知事が定める軽

微な変更を除く。）をする場合には、補助事業変更承認申請書（第２号様

式）を知事に提出し、その承認を受けること。 

  ア 整備区分の変更 

  イ 設置場所 

  ウ 建物の規模又は構造 

⑵ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、知事の承認を受けること。 

⑶ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

⑷ 補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付する

など県が行う契約手続の取扱いに準拠すること。また、補助事業を行うた

めに建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約

の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承諾してはな

らないこと。 

⑸ 補助金と補助事業に係る証拠書類の管理については、次によるものとす

る。 

ア 補助事業を実施する者が、地方公共団体の場合 

補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした事業費

補助金調書（第３号様式）を作成するとともに、補助事業に係る歳入及

び歳出について証拠書類を整理し、調書及び証拠書類を補助金の額の確

定の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を

受けた日）の属する年度の終了後５年間保管すること。ただし、本事業

により取得し、又は効用の増加した価格が単価 ３０万円以上の不動産又

はその従物がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が

完了する日又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令



（昭和３０年政令第２５５号。以下「適正化法施行令」という）第１４

条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する

日のいずれか遅い日まで保管すること。 

イ 補助事業を実施する者が、地方公共団体以外の場合 

補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金

の額の確定の日（補助事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、

その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管すること。た

だし、本事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 ３０万円

以上の不動産又はその従物がある場合は、前記の期間を経過後、当該

財産の財産処分が完了する日、又は適正化法施行令第１４条第１項第

２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいず

れか遅い日まで保管すること。 

⑹ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又

は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団をいう。）若しくは暴力団

員と密接な関係を有する者であってはならないこと。 

⑺ 補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 ３０万円（補

助事業者が地方公共団体の場合は ５０ 万円）以上の不動産又はその従物

（以下「財産」という。）は、適正化法施行令第１４条第１項第２号の規

定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受

けないで、補助金交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付

け、担保に供し、又は取り壊してはならないこと。ただし、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号、以下「大蔵省

令」という。）に定められている財産については、大蔵省令に定められて

いる耐用年数に相当する期間（大蔵省令に定めのない財産については、

「補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」

（令和元年１０月１９日付け厚生労働省告示第１５１号。以下「処分制限

期間告示」という。）に定められている処分制限期間）を経過している場

合はこの限りではないこと。 

⑻ 財産は、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理す

るとともに、補助金の交付目的に従ってその効率的な運用を図ること。 

⑼ 財産のうち、１件当たりの取得価格が５０万円以上のものを処分しよう

とするときは、あらかじめ知事の承認を受けること。ただし、大蔵省令に

定められている財産については、大蔵省令に定められている耐用年数（大

蔵省令に定めのない財産については、処分制限期間告示に定められている 



処分制限期間）に相当する期間を経過している場合はこの限りではないこ

と。 

⑽ 知事の承認を受けて財産を処分したことにより収入があった場合は、そ

の収入の全部又は一部を知事の定めるところにより県に納付させることが

あること。 

⑾ 前条第３項ただし書の規定により補助金の交付申請をした場合におい

て、第１０条の規定による実績報告書の提出時に、当該補助金に係る消費

税等仕入控除税額が明らかになったときは、これを補助金額から減額して

報告すること。 

⑿ 前条第３項ただし書の規定により補助金の交付申請をした場合におい

て、第１１条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後に、消費税等

の申告により当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したとき（仕

入控除税額が０円の場合を含む。）は、その金額（前号の規定により減額

した場合は、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を補助金に係る消

費税等仕入控除税額確定報告書（第４号様式）により速やかに、遅くとも

補助事業完了日の属する年度の翌々年度６月末日までに知事に報告すると

ともに、当該金額を返還すること。この場合において、事業者が全国的に

事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であって、自ら消

費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税

及び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告

内容に基づき報告すること。 

⒀ 補助事業を実施する者は、この助成金に係る交付金の交付と対象経費を 

重複して、他の法律又は予算制度に基づく国の負担又は補助を受けてはなら

ない。 

⒁ 前各号に規定するもののほか、規則及びこの要綱の定めに従うこと。 

２ 規則第５条第１項第１号に規定する知事の定める軽微な変更の範囲は、補

助金の額に変更を及ぼさない変更で、補助対象経費の２０パーセント以内の

増減とする。 

 

 （補助金の交付決定の通知） 

第５条 規則第６条の規定による通知は、補助金交付決定通知書（第５号様式）

により行うものとする。 

 

 （申請の取下げのできる期間） 

第６条 規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期間は、補助金

交付決定通知書を受領した日から起算して１５日を経過した日までとする。 



 

 （状況報告） 

第７条 規則第９条の規定による状況報告は、補助事業遂行状況報告書（第６号

様式）によるものとし、次に掲げる書類を添付し、補助金の交付決定のあった

日の属する年度の１２月末現在の状況について、翌月の１０日までに知事に

提出しなければならない。 

⑴ 契約書又は見積書の写し 

⑵ 状況写真 

⑶ その他知事が必要と認める書類 

２ 補助事業に着手し、又は補助事業が完了したときは、次の各号の区分に応

じ、遅滞なく当該各号に掲げる書類を知事に提出しなければならない。 

⑴ 着手した時 

ア 補助事業着手届（第７号様式） 

イ 契約書の写し 

⑵ 完了した時 

ア 補助事業完了届（第８号様式） 

イ 完了確認検査調書 

  

 （補助金の交付方法） 

第８条 この補助金は精算払の方法により交付する。ただし、知事が必要と認め

る場合は、概算払の方法により交付することができる。 

 

 （補助金の交付請求） 

第９条 補助金の交付決定通知を受けた者が、補助金の交付を請求しようとす

るときは、補助金交付請求書（第９号様式）を知事に提出しなければならな

い。 

 

 （実績報告） 

第１０条 規則第１２条の規定による実績報告は、事業実績報告書（第１０号様

式）によるものとし、次に掲げる書類を添えて、事業完了若しくは廃止の承認

を受けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあった

日の属する年度の翌年度の４月５日のいずれか早い期日までに知事に提出し

なければならない。 

⑴ 精算額算出内訳書（第１０号様式の２） 

⑵ 事業実績書（第１０号様式の３） 

⑶ 収支精算書（第１０号様式の４） 



⑷ 前３号に掲げるもののほか、次に掲げる書類 

    ア 設計監理委託契約書の写し  

    イ  工事請負契約書の写し 

    ウ 委託業務完了届の写し 

    エ  委託業務完了検査調書の写し 

    オ 目的物引渡書の写し 

    カ 工事完成通知の写し 

    キ 建築基準法に基づく検査済証の写し 

    ク 消防法に基づく検査済証の写し 

    ケ その他法令等に基づく諸届、検査済証の写し 

    コ 検査調書の写し 

    サ 工事目的物引渡書の写し 

    シ 支出済工事費費目別内訳書又は出来高設計書 

  ス 各室面積表 

    セ 配置図、平面図及び立面図 

    ソ 完成写真 

    タ 工事契約金額報告書（別紙） 

    チ 物品購入契約書又は請書の写し 

    ツ 検収調書の写し 

 

 （補助金の額の確定通知） 

第１１条 規則第１３条の規定による通知は、補助金の額の確定通知書（第１１

号様式）により行うものとする。 

 

 （書類の提出部数等） 

第１２条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類の部数は１部と

し、その様式及び提出期限は、この要綱に定めのあるもののほか、別に知事

が定めるところによる。 

 

   附 則 

 この要綱は、決裁の日（令和２年４月１日）から施行し、令和２年度の予算に

係る大分県医療療養病床転換助成事業費補助金から適用する。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



別表１

第１欄 補助対象病床 第２欄 補助対象施設 

申請時の初年度において使用許可を得ている次

の①及び②に掲げる病床。ただし、介護療養型医療

施設（健康保険法等の一部を改正する法律（平成 18

年法律第 83 号）附則第 130 条の２第１項の規定に

よりなお効力を有するものとされた同法第 26 条の

規定による改正前の介護保険法（平成９年法律第

123 号）第 48 条第１項第３号の指定を受けた同法

第８条第 26 項に規定する介護療養型医療施設をい

う。以下「介護療養病床」という。）から次の①及

び②に掲げる病床へ一旦移行し、一定の期間を経ず

して第２欄に掲げる施設に転換する①及び②の病

床は除く。 

① 医療法第７条第２項第４号に規定する療養病床

（介護療養病床を除く)（以下「医療療養病床」

という。） 

② 医療法第７条第２項第５号に規定する一般病床

（以下「一般病床」という。）のうち、医療療養

病床とともに同一病院または同一診療所内にあ

り、当該療養病床とともに転換を図ることが合

理的であると考えられるもの。 

① 介護医療院 

② ケアハウス 

③ 介護老人保健施設 

④ 有料老人ホーム（居室は原則個室とし、１人当たりの居室の

床面積が概ね 13 ㎡以上あるもので、かつ、介護保険制度に

おける利用者負担第 3 段階以下の者でも利用可能な居室を

確保しているものに限る。） 

⑤ 特別養護老人ホーム 

⑥ 特別養護老人ホームに併設されるショートステイ用居室 

⑦ 認知症高齢者グループホーム 

⑧ 小規模多機能型居宅介護事業所 

⑨ 複合型サービス事業所 

⑩ 生活支援ハウス（離島振興法（昭和 28 年法律第 72 号）、奄

美群島振興開発特別措置法（昭和 29 年法律第 189 号）、山

村振興法（昭和 40 年法律第 64 号）、水源地域対策特別措置

法（昭和 48 年法律第 118 号）、半島振興法（昭和 60 年法律

第 63 号）、過疎地域自立促進特別措置法（平成 12 年法律第

15 号）又は沖縄振興特別措置法（平成 14 年法律第 14 号）に

基づくものに限る。） 

⑪ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律第 26

号）第 5条の規定により登録されている賃貸住宅 



別表２ 

第１欄 

整備区分 

第２欄 

１床当た

りの基準

単価 

第３欄 

基準額 

第４欄 

補助対象経費 

第５欄 

補助率 

第６欄 

補助金額 

（1）改修：療養病床等

を有する既存の病院

等を本体の躯体に及

ばない屋内改修（壁撤

去等）で整備を伴うも

のであること 

500 千円 転換前の病

床数に第２欄

の基準単価を

乗じて得た額

（複数年度に

亘り行われる

病床の転換の

場合、前記の額

に「当該年度の

総事業費／全

期間の総事業

費」を乗じて得

た額）の範囲内

で厚生労働大

臣が必要と認

めた額 

 

補助事業の対象となる法附則第４条

に基づく病床の転換のための施設の改

修、改築又は創設に必要な整備費又は

整備請負費及び整備事務費（整備のた

め直接必要な事務に要する費用（旅費、

消耗品費、通信運搬費、印刷製本費、及

び設計監督料等）をいい、整備費又は整

備請負費の２．６％に相当する額を限

度額とする。）。 

ただし、別の負担（補助）金等におい

て別途補助対象とする費用を除き、整

備費又は整備請負費には、これと同等

と認められる委託費及び分担金並びに

適当と認められる費用を含む。 

10/10 

 

 

 

 

第１欄に掲げる整

備区分ごとに、それ

ぞれ第３欄に定める

基準額と、第４欄に

掲げる対象経費の実

支出額と総事業費か

ら寄付金その他の収

入額を控除した額と

を施設ごとに比較し

て、最も少ない額を

選定する（当該額に

千円未満の端数が生

じた場合には、これ

を切り捨てるものと

する。）。 

 

（2）改築：療養病床

等を有する既存の

病院等を取り壊し

て、新たに施設を整

備すること。 

1,200

千円 

（3）創設：療養病床

等を有する既存の病

院等を取り壊さず

に、新たに施設を整

備すること。 

1,000

千円 



 

 

備考 補助対象除外経費 

（1）土地の取得又は整地に要する費用 

（2）門、柵、塀及び造園工事並びに通路敷設に要する費用 

（3）既存建物の買収に要する費用 

（4）その他事業に要する費用として適当とは認められないもの 


